別記様式第３
耐震診断、補強設計及び工事監理の業務マニュアル
　
（申請者）所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	建築関係法令等に基づき以下の業務を行うこととする。

	１．耐震診断、補強設計及び工事監理の業務の実施に関する事項

	
	イ．耐震診断、補強設計、工事監理及び耐震改修の基本的事項の事前説明及び相談に関すること

	
	
	1 耐震診断の相談時には、耐震診断から耐震改修工事までの中で、簡易診断、一般診断、精密診断、補強設計の業務の位置づけについて説明する。
2 耐震診断の相談時には、自治体の補助制度の有無について説明する。

3 耐震診断（一般、精密診断）、補強設計、工事監理業務まで対応できることを事前に説明する。

4 補強設計に当たっては、耐震改修促進税制の適用の有無について説明する。
5 補強設計に当たり、改修工事については依頼者からの依頼がない限り特定の工事業者をあっせんしない
ことを説明する。
6 工事監理業務に当たっては、固定資産税減額証明書及び地方税法施行規則附則第7条第6項の規定に基づく証明書の発行の可否を事前に説明する。
7 相談に当たっては、依頼者の要望、建物の状況を勘案し、耐震診断の方法を提案する。

	
	ロ．耐震診断、補強設計及び工事監理の業務内容の説明に関すること

	
	
	1 耐震診断に当たっては、使用する耐震診断法についての適用条件、調査範囲、判定などについて確認し、説明する。

2 耐震診断の計算に当たっては、一般財団法人日本建築防災協会の木造住宅耐震診断プログラム評価を取得したソフト
を使用する。
3 耐震診断の報告書については書式を定める。
4 補強設計に当たっては、耐震診断との関係を説明し、補強後建物の耐震性を表す耐震診断評点の目標値を依頼者と相談して設定する。

5 補強設計に当たっては、耐震改修工法の選択をするための基本設計と工事発注のための実施設計があることを説明する。

6 実施設計に基づき、施工業者選択のための見積もり業務についても依頼者の求めに応じて実施する。

7 改修工事における工事監理業務においては、工事監理報告書の書式を定め、監理項目について事前に説明し、定められた工程について直接立会い、内容を記録する。


	
	ハ．耐震診断、補強設計及び工事監理の業務の実施に係る契約に関すること

	
	
	1 耐震診断及び補強設計業務について標準契約書を定める。
2 耐震診断及び補強設計における実地調査範囲は、契約前に書面にて説明する。

3 耐震診断の調査、報告書作成などの標準業務日数は、契約前に書面にて説明する。
4 耐震診断及び補強設計における報告書・図面等の成果品の概要については、契約前に書面にて説明する。

5 監理業務の契約については、耐震基準について各種証明書（耐震基準適合証明書、固定資産税減額証明書等）の発行をするか否かを事前に確認する。
6 耐震診断、補強設計及び工事監理の業務報酬の額及び支払方法については、契約前に書面にて説明する。

	
	ニ．耐震診断事務所の業務実施体制に関すること

	
	
	1 現地調査に当たっては、耐震診断技術者が責任を持って対応する。
2 耐震診断の判定結果については、耐震診断技術者が責任を持ってチェックを行う。

	
	ホ．業務報酬に関すること

	
	
	1 耐震診断に当たっては、診断法別、面積別等の標準報酬を定め、事前相談時に提示する。
2 地盤調査費、非破壊検査費など標準報酬に含まれない部分を事前に明示し、承諾の上で着手する。
3 補強設計又は工事監理の業務は、報酬の額
及び支払方法に合意の上で着手する。

	
	へ．耐震診断技術者の教育に関すること

	
	1 
	2 耐震診断技術者には、東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度実施要綱に基づく定期講習を受講させる。
3 耐震診断技術者以外の現地調査員等についても講習会等の参加を促す。

	
	ト．賠償責任保険の加入に関すること

	
	
	① 賠償責任保険の加入の有無
及び賠償責任保険の適用範囲を依頼者との契約前に説明する。

	２．耐震診断、補強設計及び工事監理の業務の管理に関する事項

	
	イ．耐震診断、補強設計及び工事監理
の業務の記録方法に関すること

	
	
	1 耐震診断、補強設計及び工事監理業務の管理に当たっては、管理台帳を作成し、東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度実施要綱の規定のとおり、年度毎に業務実績報告を適正に実施する。
2 耐震診断業務の管理台帳には、契約日、対象物件概要、耐震診断法、診断結果、調査者、報告書作成責任者、業務完了日等を記載する。

3 補強設計業務の管理台帳には、契約日、対象物件概要、補強方法概要、補強後耐震診断評点、証明書等発行、調査者、設計者、業務完了日等を記載した管理台帳を作成する。
4 工事監理業務の管理台帳には、契約日、対象物件概要、工事監理概要、工事監理報告日、証明書等発行、工事監理者、調査者、業務完了日等を記載した管理台帳を作成する。

	
	ロ．実地調査における対応に関すること

	
	
	1 実地調査に当たっては、耐震診断技術者が責任を持って対応する。
2 実地調査で知りえた事項に関しては、守秘義務を徹底する。

3 実地調査を行った調査員については、管理台帳に記載する。


�「特定の工事業者をあっせんしない」の「特定の工事業者」には、設計・工事を兼業している場合、自社も含む意味であるので、削除はしないこと。


�耐震診断は、テキストとして使用している一般財団法人日本建築防災協会の「木造住宅の耐震診断と補強方法」に準拠して行う必要がある。


�プログラムソフトを使用する場合は原則、一般財団法人日本建築防災協会の評価を取得したソフトを使用する。


�業務報酬については、無料を含め、特定の金額を記載しないこと。


�賠償責任保険については、加入を推奨しますが、義務付けているわけではありません。加入していない場合も、賠償責任保険について、その適用範囲を説明する必要があります。（特に「地震保険」との違いなど）


�建築士事務所の本来の業務として明確化したもので、工事監理者を定めることや、耐震診断事務所に工事監理業務を義務付けたりするものではありません。�「依頼者の求めに応じて工事監理を行う場合」に遵守するものとして記述する。





